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医療提供体制の概要

○我が国の医療提供体制に係る施策体系は、主に医療施設と医療従事者に対する法律を中心に構
成されている。

医療法：医療提供の理念、病院及び診療所の構造設備、医療機関の運営主体（医療法人）に関する
規制等、主に医療施設の在り方（モノ）に関して規定。

医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法：医師、歯科医師、看護師等の医療従事者（ヒト）に関
する資格・業務等について規定。

制度の基本構造

【主な施設数】
病院：8,493 一般診療所：100,461 歯科診療所：68,592（平成26年度）

【主な医療従事者数】
医師：311,205人 歯科医師 103,972人 薬剤師 288,151人 看護師 1,142,319人（平成26年度）

基礎データ

○国民皆保険の下、フリーアクセスにより、どの医療機関でも受診可能であり、世界最長の平均寿命
を達成するなど、世界の中でも高い保健医療水準を実現、

○個人及び民間医療機関（医療法人）が病院数で6,010と70.8％、病床（ベッド）数で885,836と56.5％を
占めており、民間中心の医療提供体制となっている。
※公的な医療機関としては、国直営のハンセン病療養所（13箇所）、地方自治体が運営する自治体病院、（独）国立病院機構が運

営する病院（143病院）、６つの国立高度専門医療研究センター（NC独法）などがある。

我が国の医療提供体制の主な特徴
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年金

福祉その他

医療

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

2010
(平成22)

1990
（平成2)

1980
（昭和55)

1970
（昭和45)

1960
（昭和35)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

47.4

24.8

3.5
0.1 0.7

105.4

2000
（平成12)

2017
(予算ﾍﾞｰｽ)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成27年度社会保障費用統計」、2016年度、2017年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2017年度の国民所得額は「平成29年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成29年1月20日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2017年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

120.4

1970 1980 1990 2000 2010
2017

(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 386.0 361.9 404.2

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.4(100.0%) 78.4(100.0%) 105.4(100.0%) 120.4(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.7%) 41.2( 52.6%) 53.0( 50.3%) 56.7( 47.1%)

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.6( 39.1%) 26.2( 33.5%) 33.2( 31.5%) 38.9( 32.3%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 11.0( 14.0%) 19.2( 18.2%) 24.8( 20.6%)

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.67% 20.31% 29.11% 29.79%

78.4

社会保障給付費の推移
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資料：内務省「衛生局年報」(明治8年～昭和12年)、厚生省「衛生年報」(昭和13年～昭和27年)、

厚生労働省政策統括官付保健統計室「医療施設調査」(昭和28年～) 4

診療所数は漸増して約100,500となっている。
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医療提供体制の現状 ～病院数の推移～

資料：内務省「衛生局年報」(明治8年～昭和12年)、厚生省「衛生年報」(昭和13年～昭和27年)、

厚生労働省政策統括官付保健統計室「医療施設調査」(昭和28年～) 5

病院数は平成2年をピークに若干減少して現在は約8,500となっている。



医療提供体制の現状～開設者別病院及び病床規模別病院数/病床種別病床数～

国 公的医療機関 社会保険団体 医療法人 個人 その他 総数

329
(3.9%)

1,231
(14.5%)

57
(0.7%)

5721
(67.4%)

289
(3.4%)

866
(10.2%)

8,493
(100%)

●開設者別病院数（2014（平成26年））

●病床規模別病院数（2014（平成26年））

20～99床 100～299床 300～499床 500床

3,092 3,873 1,091 437

●病床種別病床数（2014（平成26年））

一般病床 療養病床 結核病床 感染症病床 精神病床 総数

894,216
(57.0%)

328,144
(20.9%)

5,949
(0.4%)

1,778
(0.1%)

338,174
(21.6%)

1,568,261
(100%)

資料：厚生労働省政策統括官付保健統計室「医療施設調査」
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資料：厚生労働省政策統括官付保健統計室「医療施設調査」

〇平成26年の病院数を開設者別にみると、病院は「医療法人」が5,721 施設（病院総数の67.4%）と最も多く、次
いで、「公的医療機関」が1,231 施設（同14.5%）となっている。
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9,122 9,0269,077 8,943 8,862 8,794 8,739 8,670 8,605 8,5408,565 8,493

国 厚生労働省､独立行政法人国立病院機構、国立大学法人､独立行政法人労働者健康安全機構､国立高度専門医療研究センター、
独立行政法人地域医療機能推進機構、その他(国の機関)
※1 「独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整備等に関する法律」（平成27 年法律第17 号）の施行により、独立行政法人労働者健康福祉機構と独立行政法
人労働安全衛生総合研究所が統合され、名称が独立行政法人労働者健康安全機構に改められたことに伴い、平成28 年4 月1 日より開設者区分の「独立行政法人労働者健康福祉機構」
を「独立行政法人労働者健康安全機構」に変更した。
※2 独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、独立行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人地域医療機能推進機構は、各々の法律により医療法の適用については国とみなされ
ている。

公的医療機関 都道府県、市町村、地方独立行政法人、日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会

社会保険関係団体 健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合

医療法人 医療法人

個人 個人

その他 公益法人、私立学校法人、社会福祉法人、医療生協、会社、その他の法人

※開設者分類は以下の通り。

※平成25年から26年の国の増分は、

新たに独立行政法人地域医療機能
推進機構を算入したことによるもの
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社会保障制度改革国民会議（平成25年8月6日）報告書（概要）
より一部抜粋

Ⅱ 医療・介護分野の改革

１ 改革が求められる背景と社会保障制度改革国民会議の使命

（１）改革が求められる背景

○ 高齢化の進展により、疾病構造の変化を通じ、必要とされる医療の内容は、「病院完結型」から、地域全体で治し、支える「地域完

結型」に変わらざるを得ない。

○ 一方、医療システムについては、そうした姿に変わっておらず、福田・麻生政権時の社会保障国民会議で示された医療・介護サー

ビスの提供体制改革の実現が課題。

（２）医療問題の日本的特徴

○ 日本の医療機関は、西欧等と異なり、私的所有が中心。政府が強制力をもって改革できない。市場の力でもなく、データによる制

御機構をもって医療ニーズと提供体制のマッチングを図るシステムの確立を要請する声が上がっている点にも留意しなければなら

ない。

○ 日本の医療は世界に高く評価されるコストパフォーマンスを達成してきたが、多額の公的債務があることを踏まえれば、必要な

サービスを将来にわたって確実に確保していくためには、医療・介護資源をより患者のニーズに適合した効率的な利用を図り、国民

の負担を適正な範囲に抑えていく努力が必要。

（３）改革の方向性

○ 提供体制の改革は、提供者と政策当局との信頼関係こそが基礎になるべき。医療機関の体系を法的に定め直し、相応の努力を

すれば円滑な運営ができる見通しを明らかにする必要。

○ 医療改革は、提供側と利用者側が一体となって実現されるもの。「必要なときに必要な医療にアクセスできる」という意味でのフ

リーアクセスを守るためには、緩やかなゲートキーパー機能を備えた「かかりつけ医」の普及は必須。

○ 医療を利用するすべての国民の協力と国民の意識の変化が求められる。

○ 急性期医療を中心に人的・物的資源を集中投入し、早期の家庭復帰・社会復帰を実現するとともに、受け皿となる地域の病床や

在宅医療・介護を充実。川上から川下までの提供者間のネットワーク化は必要不可欠。

○ 医療・介護の在り方を地域毎に考えていく「ご当地医療」が必要。



平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
38％台の水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合

51.4%

高齢化率
38.4%

合計特殊
出生率
1.44
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高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口60.3%

27.3%

1.44
(2016)

12,693万人

11,913

3,716

6,875

1,321

8,808

3,381

4,529

898

（出所） 2016年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は2015年までは総務省「国勢調査」、 2016年は総務省「人口推計」 、
2016年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」（※2015年までは確定値、2016年は概数）、
2017年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」 9

日本の人口の推移
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「⼈⼝推計」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成24年1⽉推計）：出⽣中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）

1990年(実績) 2025年

○ 日本の人口構造の変化を見ると、2025年には、団塊の世代が全員75歳を迎える。

2010年(実績)

65歳〜⼈⼝

20〜64歳人口

１人
５．１人

１人
１．８人

１人
２．６人

2025年問題
（人口ピラミッドの変化（1990～2025年））

75歳〜
597( 5%)

65〜74歳
892( 7%)

20〜64歳

7,590(61%)

〜19歳

3,249(26%)

総人口
1億2,361万人

75歳〜

1,407(11%)

65〜74歳

1,517(12%)

20〜64歳
7,497(59%)

〜19歳
2,287(18%)

総人口
1億2,806万人

75歳〜

2,179(18%)

65〜74歳

1,479(12%)

20〜64歳

6,559(54%)

〜19歳

1,849(15%)

総人口
1億2,066万人

歳 歳 歳

万人 万人 万人

団塊世代
（1947～49年生まれ）
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56.5兆円 58.5兆円 60.4兆円

39.5兆円
46.9兆円
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19.8兆円
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2015年度
《509.8兆円》

2020年度
《558.0兆円》

2025年度
《610.6兆円》

（兆円）

年金

医療

介護

子ども子育て

その他
119.8兆円

（23.5%）

134.4兆円
（24.1%）

148.9兆円
（24.4%）

※ 平成24年３月に厚生労働省において作成したもの
注１：「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。

（ただし、「Ⅱ 医療介護等 ②保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対策」
および 「Ⅲ 年金」の効果は、反映していない。）

注２：上図の子ども・子育ては、新システム制度の実施等を前提に、保育所、幼稚園、延長保育、地域子育て支援拠点、一時預かり、子どものための現金給付、
育児休業給付、出産手当金、社会的養護、妊婦健診等を含めた計数である。

注３：（ ）内は対GDP比である。《 》内はGDP額である。

○給付費は、2015年度の119.8兆円（ＧＤＰ比23.5％）から2025年度の148.9兆円（GDP比24.4%）へ増加

○2025年度にかけて、医療・介護の給付費が急激に増加

介護
１．９倍

医療
１．４倍

年金
１．１倍

GDP
１．２倍

社会保障に係る費用の将来推計について
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医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資

療養病床
（23万床）

一般病床
（107万床）

【2011(H23)年】

介護療養病床

介護施設
（92万人分）

居住系サービス
（31万人分）

在宅サービス

高度急性期

一般急性期

亜急性期等

長期療養

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

【2025(H37)年】

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応

「施
設
」か
ら
「地
域
」へ
・「医
療
」か
ら
「介
護
」へ

【取組の方向性】
○入院医療の機能分化・強化と連携

・急性期への医療資源集中投入
・亜急性期、慢性期医療の機能強化 等

○地域包括ケア体制の整備
・在宅医療の充実

・看取りを含め在宅医療を担う診療所等
の機能強化
・訪問看護等の計画的整備 等

・在宅介護の充実
・居住系サービスの充実・施設ユニット化
・ケアマネジメント機能の強化 等

【患者・利用者の方々】
・病気になっても、職場や地域生活へ早期復帰
・医療や介護が必要になっても、住み慣れた地
域での暮らしを継続

医療・介護機能の再編（将来像）

患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を
通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築します。

医療法等関連法を順次改正

２０１２年診療報酬・介護報酬の同時
改定を第一歩として取り組む
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社会保障・税一体改革時の資料



消費税５％引上げによる社会保障制度の安定財源確保

＋２．８兆円程度

＋１１．２兆円程度

○基礎年金国庫負担割合1/2の恒久化

○後代への負担のつけ回しの軽減
・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない既

存の社会保障費

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、子育て支援等

についての 物価上昇に伴う増

○子ども・子育て支援の充実

‐子ども・子育て支援新制度の実施による、幼児教育・

保育と地域の子ども・子育て支援の総合的推進・充

実、「待機児童解消加速化プラン」の実施 など

○医療・介護の充実

‐病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等、地域包
括ケアシステムの構築、医療保険制度の財政基盤の
安定化、保険料に係る国民の負担に関する公平の確
保、難病、小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的
な制度の確立 など

○年金制度の改善

‐低所得高齢者・障害者等への福祉的給付、受給資格
期間の短縮 など

１％
程度

４％
程度

3.2兆円程度

7.3兆円程度

0.8兆円程度

0.7兆円程度

1.5兆円程度

0.6兆円程度

社会保障の充実

社会保障の安定化

○ 消費税率（国・地方）を、2014年４月より８％へ、2019年10月より10％へ段階的に引上げ
○ 消費税収の使い途は、国分については、これまで高齢者３経費（基礎年金、老人医療、介護）となっていたが、
今回、社会保障４経費（年金、医療、介護、子育て）に拡大

○ 消費税収は、全て国民に還元し、官の肥大化には使わない
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社会保障改革プログラム法（持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に関する法律）

【法律の趣旨等】
○ 社会保障制度改革国民会議の審議の結果等を踏まえ、「社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の

措置」の骨子について」を閣議決定（平成２５年８月２１日）

○ この骨子に基づき、「法制上の措置」として、社会保障制度改革の全体像・進め方を明示するものとして提出
（平成２５年１２月５日成立、同１３日公布）

【法律の主な概要】

■ 講ずべき社会保障制度改革の措置等（医療部分のみ抜粋）
受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るため、医療制度、介護保険制度等の改

革について、①改革の検討項目、②改革の実施時期と関連法案の国会提出時期の目途を明らかにするもの

○ 医療制度（病床機能報告制度の創設・地域の医療提供体制の構想の策定等による病床機能の分化及び連携、
国保の保険者・運営等の在り方の改革、後期高齢者支援金の全面総報酬割、70～74歳の患者負担・
高額療養費の見直し、難病対策 等）

※ 医療サービスの提供体制、介護保険制度及び難病対策等については平成２６年通常国会に、

医療保険制度については平成２７年通常国会に、必要な法律案を提出することを目指すものと規定。

■ 改革推進体制
上記の措置の円滑な実施を推進するとともに、引き続き、中長期的に受益と負担の均衡がとれた持続

可能な社会保障制度を確立するための検討等を行うため、関係閣僚からなる社会保障制度改革推進本部、有
識者からなる社会保障制度改革推進会議を設置

■ 施行期日
公布日（平成２５年１２月１３日）

（ただし、改革推進本部関連は平成２６年１月１２日、改革推進会議関連は平成２６年６月１２日）
14



持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築す
るとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療法、介護保
険法等の関係法律について所要の整備等を行う。

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域介護施設整備促進法等関係）

①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、

消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置

②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係）
①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに地域

医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定

②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け

３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係）

①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に移行し、多様化
※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業

②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化

③低所得者の保険料軽減を拡充

④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、一般の世帯の月額上限は据え置き）

⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加

４．その他

①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設

②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ

③医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置

④介護人材確保対策の検討（介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を27年度から28年度に延期）

公布日（平成26年６月25日）。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。

概 要

趣 旨

施行期日
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【平成26年度】地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための
関係法律の整備等に関する法律（概要）



同時改定
（予定）

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保
方針

医療計画
基本方針

医療介
護総合
確保法

改正
医療法

改正
介護
保険法

総合確保
方針

計
画
策
定

介護報酬改定 診療報酬改定

地域医療構想の策定

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

プ
ロ
グ
ラ
ム
法

医療介護総合
確保推進法

第７次
計画

第７期
計画

第6期介護保険事業（支援）計画に
位置付けた施策（在宅医療・介護連携等）の実施

医療と介護の一体的な改革に係る主な取組のイメージ

平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年度

介護保険
事業計画
基本指針

計
画
策
定

病床機能報告 病床機能報告 病床機能報告 病床機能報告

基金
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【平成27年度】医療法の一部を改正する法律の概要

１．地域医療連携推進法人制度の創設

（１） 都道府県知事の認定
○ 地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供するため、病院等に係る業務の連携を推進するための方針を定め、

医療連携推進業務を行う一般社団法人は、都道府県知事の認定を受けることができる。

＜参加法人（社員）＞
・ 病院等の医療機関を開設する医療法人等の非営利法人。
＊ 介護事業等の地域包括ケアシステムの構築に資する事業を行う非営利法人を加えることができる。

＜主な認定基準＞
・ 地域医療構想区域を考慮して病院等の業務の連携を推進する区域を定めていること。
・ 地域の関係者等を構成員とする評議会が、意見を述べることができるものと定めていること。
・ 参加法人の予算、事業計画等の重要事項について、地域医療連携推進法人の意見を少なくとも求めるものと定めてい
ること。
＊ 都道府県知事の認定は、地域医療構想との整合性に配慮するとともに、都道府県医療審議会の意見を聴いて行う。

（２） 実施する業務
○ 病院等相互間の機能の分担及び業務の連携の推進（介護事業等も含めた連携を加えることができる。）。
○ 医療従事者の研修、医薬品等の供給、資金貸付等の医療連携推進業務。

＊ 一定の要件により介護サービス等を行う事業者に対する出資を可能とする。

（３） その他
○ 代表理事は都道府県知事の認可を要することとするとともに、剰余金の配当禁止、都道府県知事による監督等の規定に
ついて医療法人に対する規制を準用。

○ 都道府県知事は、病院等の機能の分担・業務の連携に必要と認めるときは、地域医療構想の推進に必要である病院間
の病床の融通を許可することができる。

医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するため、地域医療連携推進法人の認定制度を創設するとともに、医療法人
について、貸借対照表等に係る公認会計士等による監査、公告等に係る規定及び分割に係る規定を整備する等の措置を講ずるこ
と。

趣旨

17



２．医療法人制度の見直し

（１） 医療法人の経営の透明性の確保及びガバナンスの強化に関する事項

○ 事業活動の規模その他の事情を勘案して厚生労働省令で定める基準に該当する医療法人は、厚生労働省令で定める

会計基準（公益法人会計基準に準拠したものを予定）に従い、貸借対照表及び損益計算書を作成し、公認会計士等によ

る監査、公告を実施。

○ 医療法人は、その役員と特殊の関係がある事業者との取引の状況に関する報告書を作成し、都道府県知事に届出。

○ 医療法人に対する、理事の忠実義務、任務懈怠時の損害賠償責任等を規定。理事会の設置、社員総会の決議による

役員の選任等に関する所要の規定を整備。

（２） 医療法人の分割等に関する事項

医療法人（社会医療法人その他厚生労働省令で定めるものを除く。）が、都道府県知事の認可を受けて実施する分割に

関する規定を整備。

（３） 社会医療法人の認定等に関する事項

○ 二以上の都道府県において病院及び診療所を開設している場合であって、医療の提供が一体的に行われているもの

として厚生労働省令で定める基準に適合するものについては、全ての都道府県知事ではなく、当該病院の所在地の都道

府県知事だけで認定可能。

○ 社会医療法人の認定を取り消された医療法人であって一定の要件に該当するものは、救急医療等確保事業に係る業

務の継続的な実施に関する計画を作成し、都道府県知事の認定を受けたときは収益業務を継続して実施可能。

３．施行期日等

○ 公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、２（１）（一部）、（２）、（３）に
ついては、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

○ 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律による改正後の医療法の施行の状況について検討
を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 18



○ 医療連携推進区域（原則地域医療構想区域内）を定め、区域内の病院等の連携推進の⽅針（医療連携推
進方針）を決定

○ 医療連携推進業務等の実施
診療科（病床）再編（病床特例の適⽤）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購⼊、参加法⼈への資⾦貸付（基
⾦造成を含む）、連携法⼈が議決権の全てを保有する関連事業者への出資等

○ 参加法⼈の統括（参加法⼈の予算・事業計画等へ意⾒を述べる）

地域医療連携推進法⼈制度について（概要）地域医療連携推進法⼈制度について（概要）

(例)医療法⼈Ａ （例）公益法⼈Ｂ ・区域内の個人開業医
・区域内の医療従事者養成機関
・関係自治体 等病院 診療所

参画（社員） 参画（社員）参画（社員）

（例）NPO法人Ｃ

介護事業所

参画（社員）

参加法人
（⾮営利で病院等の運営⼜は地域包括ケアに関する事業を⾏う法⼈）

都
道
府
県
医
療
審
議
会

意
見
具
申

社員総会
（連携法人に関する
事項の決議）

地域医療連携推
進評議会

意⾒具申（社員
総会は意⾒を尊重）

地域医療連携推進法⼈

・医療機関相互間の機能分担及び業務の連携を推進し、地域医療構想を達成するための⼀つの選択肢としての、新たな法⼈の認定制度
・複数の医療機関等が法⼈に参画することにより、競争よりも協調を進め、地域において質が⾼く効率的な医療提供体制を確保

○ ⼀般社団法⼈のうち、地域における医療機関等相互間の機能分担や業務の連携を推進することを主たる⽬的とする法⼈として、医療法に定められた
基準を満たすものを都道府県知事が認定
（認定基準の例）
・ 病院、診療所、介護⽼⼈保健施設のいずれかを運営する法⼈が２以上参加すること
・ 医師会、患者団体その他で構成される地域医療連携推進評議会を法⼈内に置いていること
・ 参加法⼈が重要事項を決定するに当たっては、地域医療連携推進法⼈に意⾒を求めることを定款で定めていること

理事会
（理事３名以上及
び監事１名以上）

連携法人の
業務を執⾏

都
道
府
県
知
事

認
定
・
監
督
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安全で適切な医療提供の確保を推進するため、検体検査の精度の確保、特定機能病院におけるガバナンス体制の強化、医
療に関する広告規制の見直し、持分なし医療法人への移行計画認定制度の延長等の措置を講ずる。

１．検体検査の精度の確保（医療法、臨床検査技師等に関する法律）
ゲノム医療の実用化に向けた遺伝子関連検査の精度の確保等に取り組む必要があるため、以下を実施

(1) 医療機関、衛生検査所等の医療機関が検体検査業務を委託する者の精度管理の基準の明確化

(2) 医療技術の進歩に合わせて検体検査の分類を柔軟に見直すため、検査の分類を厚生労働省令で定めることを規定

２．特定機能病院におけるガバナンス体制の強化（医療法）
特定機能病院における医療安全に関する重大事案が発生したことを踏まえ、特定機能病院が医療の高度の安全を確保する必要

があることを明記するとともに、病院の管理運営の重要事項を合議体の決議に基づき行うことや、開設者による管理者権限の明確化、
管理者の選任方法の透明化、監査委員会の設置などの措置を講ずることを義務付け

３．医療に関する広告規制の見直し（医療法）
美容医療サービスに関する消費者トラブルの相談件数の増加等を踏まえ、医療機関のウェブサイト等を適正化するため、虚偽又は誇大

等の不適切な内容を禁止

４．持分なし医療法人への移行計画認定制度の延長（良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療
法等の一部を改正する法律）
持分あり医療法人から持分なし医療法人への移行促進及び法人経営の透明化等のため、（1）移行計画の認定要件を見直した上

で、（2）認定を受けられる期間を平成32年９月30日まで３年間延長
※ 出資者に係る相続税の猶予・免除、持分あり医療法人が持分なし医療法人に移行する際に生ずる贈与税の非課税を措置

５．その他
(1) 医療法人と同様に、都道府県知事等が医療機関の開設者の事務所にも立入検査を行う権限等を創設
(2) 助産師に対し、妊産婦の異常の対応医療機関等に関する説明等を義務化

【平成29年度】医療法等の⼀部を改正する法律の概要【平成29年度】医療法等の⼀部を改正する法律の概要

※公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行（ただし、１については公布の日から起算して１年６月
を超えない範囲内において政令で定める日、 ４(１) ・５ (2) については平成29年10月１日、４(2)については公布の日） 20



○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するも
の。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和６０年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏
ごとの病床数の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成１８年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制
について記載されることとなり、平成２６年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。

医療計画制度について医療計画について

・ ２０２５年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能
ごとの医療需要と病床の必要量、在宅医療等の医療需要を
推計。

○ 地域医療構想

医療計画における主な記載事項

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血
管疾患、糖尿病、精神疾患）。

５事業･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児
救急医療を含む。））。

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状
を把握し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の
構築のための具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況
等を評価し、見直しを行う（PDCAサイクルの推進）。

○ 医療従事者の確保

・ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医
師、 看護師等の確保。○ 医療の安全の確保

○ 基準病床数の算定

21

○ 医療圏の設定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者
流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示
し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単
位として区分。



都
道
府
県

○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。
※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、更
なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と病床の必要量を推計

・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、
「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能

を自主的
に選択

地域医療構想について
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地域医療構想の実現プロセス

１． まず、医療機関が「地域医療構想調整会議」で協議を行い、機能分化・連携を進める。
都道府県は、地域医療介護総合確保基金を活用。

２． 地域医療構想調整会議での協議を踏まえた自主的な取組だけでは、機能分化・連携が進まない場

合には、医療法に定められた都道府県知事の役割を適切に発揮。

STEP1 地域における役割分担の明確化と将来の
⽅向性の共有を「地域医療構想調整会議」で協議

個々の病院の再編に向け、各都道府県での「調整会議」
での協議を促進。

① 救急医療や小児、周産期医療等の政策医療を担う
中心的な医療機関の役割の明確化を図る

② その他の医療機関について、中心的な医療機関が
担わない機能や、中心的な医療機関との連携等を踏
まえた役割の明確化を図る

STEP２「地域医療介護総合確保基⾦」により⽀援

都道府県は、「地域医療介護総合確保基金」を活用して、
医療機関の機能分化・連携を支援。
・ 病床機能の転換等に伴う施設整備・設備整備の補
助等を実施。

STEP３ 都道府県知事による適切な役割の発揮

都道府県知事は、医療法上の役割を適切に発揮し、
機能分化・連携を推進。

【医療法に定められている都道府県の権限】
① 地域で既に過剰になっている医療機能に転換し
ようとする医療機関に対して、転換の中止の要請・
勧告（民間医療機関）及び命令（公的医療機関等）

② 医療機関に対して、不足している医療機能を担う
よう、要請・勧告（民間医療機関）及び指示（公的医
療機関等）

③ 新規開設の医療機関に対して、地域医療構想の
達成に資する条件を付けて許可

④ 稼働していない病床の削減を要請・勧告（民間医
療機関）及び命令（公的医療機関等）

※ ①～④の実施には、都道府県の医療審議会の意見を聴く等
の手続きを経る必要がある。

※ 勧告、命令、指示に従わない医療機関には、医療機関名の
公表や地域医療支援病院の承認の取消し等を行うことができる。

将
来
の
方
向
性
を
踏
ま
え
た
、
自
主
的
な
取
組
だ
け

で
は
、
機
能
分
化
・
連
携
が
進
ま
な
い
場
合
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3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

・都道府県職員研修（前期）
・データブック配布及び説明会
・基⾦に関するヒアリング

・都道府県職員研修（中期）
・地域医療構想の取組状況の
把握

・都道府県職員研修（後期）
・病床機能報告の実施

（平成29年度については、第
７次医療計画に向けた検討を
開始）
●具体的な機能分化・連携に向
けた取組の整理について
・県全体の病床機能や５事業等
分野ごとの不⾜状況を明⽰

●病床機能報告や医療計画
データブック等を踏まえた役
割分担について確認

・不⾜する医療機能の確認
・各医療機関の役割の明確化
・各医療機関の病床機能報告
やデータブックの活用

●機能・事業等ごとの不⾜を
補うための具体策についての
議論

・地域で整備が必要な医療機
能を具体的に示す
・病床機能報告に向けて方向
性を確認

●次年度における基⾦の活⽤
等を視野に⼊れた議論

・次年度における基⾦の活⽤
等を視野に入れ、機能ごとに
具体的な医療機関名を挙げた
うえで、機能分化・連携若し
くは転換についての具体的な
決定

●次年度の構想の具体的な取
組について意⾒の整理

・地域において不⾜する医療
機能等に対応するため、具体
的な医療機関名や進捗評価の
ための指標、次年度の基⾦の
活⽤等を含むとりまとめを⾏
う

●病床機能の分化・連携に向けた好事例や調整困難事例について収集・整理（国において全国状況を整理）
●地域住⺠・市区町村・医療機関等に対する情報提供（議事録の公開、説明会等）

１回目 ２回目 ３回目 ４回目

：国から都道府県へ進捗確認

○ 次のような年間のスケジュールを毎年繰り返すことで、地域医療構想の達成を⽬指す。

地域医療構想調整会議の進め⽅のサイクル（イメージ）

国

都
道
府
県

調
整
会
議
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▶公立病院について

・平成29年3月末までに、新改革プランを策定
した病院は、800病院

・このうち、７月末までに地域医療構想調整会
議でプランについて議論を開始した病院は、
135病院

地域医療構想調整会議における議論の状況①

以下は、平成29年7月末までの議論の状況について、全341構想区域の状況をまとめたもの。

135

▶特定機能病院について

・平成29年3月末時点の特定機能病院は、85
病院

・このうち、７月末までに地域医療構想調整会
議で、その役割について議論を開始した病院
は、７病院

具体的な医療機関名を挙げた議論の状況

7

800
病院

85
病院

▶公的病院等について

・公的医療機関等の開設主体に対し、2025

年に向けた病床整備等の方針をまとめた
プランを本年中に策定し、地域医療構想調
整会議で議論するよう要請。

（要請先団体と病院数）
日赤：92病院 済生会：78病院
厚生連：101病院 北社協：７病院
社会保険関係団体：53病院
地域医療連携推進機構：57病院
国立病院機構：143病院
労働者健康安全機構：34病院
特定機能病院：85病院
地域医療支援病院：543病院
※病院数は、平成28年医療施設調査の一般病院数
※重複があるため、合計と一致しない。

⇒策定対象：約780病院

現状分析に関する取組の状況

議論開始（17%) 議論開始（８%)

↓
北海道
青森県
静岡県
和歌山県
岡山県
山口県
佐賀県 等

↓
栃木県
岐阜県
三重県
奈良県
岡山県
佐賀県

▶調整会議の開催状況について（平成29年4月～６月末まで）

・150回／136構想区域

〔９月末までの開催予定を含めた場合、296回／256構想区域 〕

▶個々の医療機関ごとの現状分析等を実施した区域
320／341構想区域（平成29年3月以前に実施した分も含む）

▶非稼働病棟に関する状況把握

・非稼働病棟を有する医療機関 1,620／14,289施設
・非稼働病棟を有する医療機関

がある構想区域 291／341構想区域
・うち非稼働病棟の在り方について

議論した構想区域 21／291構想区域
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地域医療構想調整会議における議論の状況②
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■上段→地域医療構想の策定完了時期

■下段→地域医療構想の策定完了後から29年９月末までの、構想区域あたり開催回数（開催延べ回数／全構想区域） ※8,9月は調査時点における予定
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括弧内は
構想区域数

以下は、平成29年7月末までの議論の状況について、都道府県別の状況をまとめたもの。

策定完了～3月開催
4～6月開催
7～9月開催
（8、9月は予定）

（留意点）「地域医療構想調整会議」として開催した回数を計上しており、例えば意見交換会の実施など、関係者が集まった全ての実績が計上されているものではない。
また、複数区域が合同で開催したものは、それぞれの区域で１回ずつ開催したものとして計上した。



１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

地域医療構想を策定(H27年度～)

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「地域医療構想調整会議」の開催

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 医療介護総合確保基金を都道府県に設置

医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○ 人/日 ○○○ 病床

急性期 □□□ 人/日 □□□ 病床

回復期 △△△ 人/日 △△△ 病床

慢性期 ▲▲▲ 人/日 ▲▲▲ 病床

2025年（推計）

公立病院改革の推進について

医療介護総合確保推進法（H27年4月施行）

に基づく取組（厚生労働省）

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕

70.3%

53.6%

29.7%

46.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度

25年度

≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院（H25年度末）

・再編等の結果、公立病院数は減少
H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

H26 : ８８１ （△ ６２病院）

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６６病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) １７病院

・民間譲渡・診療所化 ４８病院

【赤字】 【黒字】
（H26年度末）

１ 新公立病院改革プランの策定を要請
（１) 策定時期：地域医療構想の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの期間：策定年度～H32年度を標準

（３）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し
○再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

 「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請。

 医療提供体制の改革と連携して公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

公立病院改革ガイドライン（H19年12月）に基づくこれまでの取組の成果

連携

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化
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公的医療機関等２０２５プラン

○ 公的医療機関※、共済組合、健康保険組合、国民健康保険組合、地域医療機能推進機構、国立病院機構及び労働者健康安全機
構が開設する医療機関、地域医療支援病院及び特定機能病院について、地域における今後の方向性について記載した「公的医療
機関等２０２５プラン」を作成し、策定したプランを踏まえ、地域医療構想調整会議においてその役割について議論するよう要請。 ※

新公立病院改革プランの策定対象となっている公立病院は除く。
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【基本情報】
・医療機関名、開設主体、所在地 等

【現状と課題】
・構想区域の現状と課題
・当該医療機関の現状と課題 等

【今後の方針】
・当該医療機関が今後地域において担うべき役割 等

○ 各医療機関におけるプランの策定過程においても、地域の関係者からの意見を聴くなどにより、構想区域ごとの医療提供体制と整合的なプランの策定が求めら
れる。

○ 各医療機関は、プラン策定後、速やかにその内容を地域医療構想調整会議に提示し、地域の関係者からの意見を聴いた上で、地域の他の医療機関との役割分
担や連携体制も含め、構想区域全体における医療提供体制との整合性をはかることが必要。地域医療構想調整会議における協議の方向性との齟齬が生じた場
合には、策定したプランを見直すこととする。

○ さらに、上記以外の医療機関においても、構想区域ごとの医療提供体制の現状と、現に地域において担っている役割を踏まえた今後の方針を検討することは、構
想区域における適切な医療提供体制の構築の観点から重要である。まずは、それぞれの医療機関が、自主的に検討するとともに、地域の関係者との議論を進め
ることが望ましい。

【具体的な計画】
・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する事項

（例）・４機能ごとの病床のあり方について
・診療科の見直しについて 等

・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する、具体的な数値目標
（例）・病床稼働率、手術室稼働率等、当該医療機関の実績に関する項目

・紹介率、逆紹介率等、地域との連携に関する項目、人件費率等、経営
に関する項目 等

記載事項

留意点

○救急医療や災害医療等の政策医療を主として担う医療機関：平成29年９月末
（３回目の地域医療構想調整会議で議論）

○その他の医療機関：平成29年12月末 （４回目の地域医療構想調整会議で議論）

策定期限
４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月

病床機能報告等の
データ等を踏まえ、
各医療機関の役割を
明確化

医療機能、事業等ご
との不足を補うため
の具体策を議論

各役割を担う医療機
関名を挙げ、機能転
換等の具体策の決
定

具体的な医療機関名
や進捗評価指標、次
年度基金の活用等を
含む取りまとめ

●地域医療構想調整会議の議論のサイクル

約780病院対象病院数



地域医療構想調整会議における議論の状況③
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■新公立病院改革プランに関する議論開始率 （議論を開始した病院数／平成28年度中にプランを策定した病院数）
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（参考） 開設主体別の病院の病床数の比率 （※病床数は、一般病床及び療養病床の合計）

出典：平成28年医療施設調査（厚生労働省）
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鹿島労災病院における医師大量退職に伴い、鹿行南部地域の救急医療が困難となったことを契機として、地域の関
係者の協議を経て、平成29年８月、神栖済生会病院と鹿島労災病院が統合することで基本合意書を締結。

構想区域における医療機関の再編・統合事例（茨城県鹿行構想区域）

鹿行構想区域（茨城県内の９構想区域の１つ）

概要

鹿行構想区域の2025年の病床の
必要量と在宅医療等の必要量

区分
平成27（2015）年にお
ける機能別病床数
（病床機能報告）

平成37（2025）年
における病床の

必要量

高度急性期 0床 70床

急性期 978床 373床

回復期 79床 443床

慢性期 640床 379床

病床計 1,998床 1,265床

在宅医療等
の必要量

― 2,186人/日

神栖済生会病院と鹿島労災病院の再編統合の経緯

ろっこう

神栖済生会
病院

鹿島労災病院

：医療機関

地域医療構想における病
床の必要量

鹿行構想区域

医師数 88.6人/10万人あたり（平成24年）
（全国344二次医療圏中、下から3番目） 平成25年、鹿島労災病院の医師大量退職

救急医療提供体制の崩壊

（統合時）
179床

合計：378床（休床185床）

基本合意： 平成30年度をめどに両病院を統合し、恩賜財団済生会が運営

・ 平成29年8月、関係４者（済生会、労働
者健康安全機構、茨城県、神栖市）間で
基本構想に関する基本合意書を締結神栖済生会病院 179床のうち86床

鹿島労災病院 300床のうち200床
休床

地域で議論

・ 新病院は増築して整備
・ 救急医療や急性期医療の充実
・ 災害拠点病院の機能引き継ぎ
・ 両病院の全ての診療科を引き継ぎ

・ 跡地に有床診療所を開設
・ 本院と緊密に連携
・ 老健施設なども今後検討

統合

一般 140床（休床 47床）
療養 39床（休床 39床）

（平成29年3月現在）

（小児救急医療拠点病院）
神栖済生会病院

（災害拠点病院）
鹿島労災病院

一般 199床（休床 99床）

本院（新病院）

未定

分院（有床診療所）

合計：179床＋α
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医療機能が低下している３つの公立病院を、１つの救急病院（急性期）と２つの地
域医療センター（回復期・療養期）に役割分担し、医療提供体制を再構築

・町立大淀病院
・県立五條病院
・国保吉野病院

３つの公立病院（急性期）がそれぞれ医
療を提供

・急性期から慢性期まで切れ目の無い医療提供体制を構築
・救急搬送受入数 計 ５．７件→１１．２件/日（H28年度実績）
・病床利用率 ６５．０％→８８．８％ （H28年度実績）
・へき地診療所との連携強化
（医療情報ネットワークで結び、病院の予約や検査結果の相互利用）

発想の契機

連携内容

連携の成果

南和地域の広域医療提供体制の再構築

H29.3ドクターヘリ
運用開始

急性期・回復期
南奈良総合医療センター

新設（H28年４月）

回復期・慢性期
五條病院

改修（H29年４月）

回復期・慢性期
吉野病院

改修（H28年４月）

南和広域医療企業団

連携

１２市町村とともに、県が構成員として参加する全国でも珍しい一部事務組合で３病院の建設、改修、運営を実施

南和地域の医療提供体制の再構築、ドクターヘリの運用により、救急医療、へき地医療、災害医療等が充実

南奈良総合医療センター

吉野病院

五條病院
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再 編 後

３病院の医師数
（H29.4.1現在）

（急性期中心）

南奈良総合医療センター

５８.２ 人

（回復期・慢性期中心）

吉野病院

５.８人

五條病院
３.０人

（計 ６７.０ 人）

南和地域の病院再編による医師確保への効果

再 編 前

３病院の医師数
（常勤換算）

※全て急性期病院

五條病院 25.7 人

大淀病院 13.0 人

吉野病院 9.7 人

（計 48.4人）

（参考）

南和医療圏
人口 ７８,１１６人

(2015年)
医師数 １０７人

(2014年)
人口10万人あたり医師数

１３７人
(2014年)

集約化による
急性期機能の向上

病院の役割の明確化による
医局からの協力

症例集積や研修機能の向
上による若手医師への魅力
向上

３病院の医師数計

48.4 人 ⇒ 60.8 人 （H28.4月時点）

（１．２６倍）

に対し

救急搬送受け入れ件数

2,086件 ⇒ 4,104件（H28実績）
（１．９７倍）

スケールメリットによる
診療科の増加・強化

 専門研修基幹施設（１領域）

総合診療科

 専門研修連携施設（12領域）

内科、外科、小児科、整形外科、

救急科、脳神経外科、麻酔科、

皮膚科、病理、形成外科

放射線科、総合診療科

 基幹型臨床研修指定病院の指定申

請（H31年度の受入を目指す）

 再編後に開始した診療科
 産婦人科
 歯科口腔外科
 精神科
 救急科

 小児科の機能強化
 南奈良総合医療センターに

機能集約
 小児科救急輪番の充実

輪番日以外にも宿直対応、
 夕診、午後診も実施

集約化のメリット

 医大医師配置センターから

３病院への派遣人数 （H28,4派遣)

 要請人数 ５２人(25診療科)
 派遣人数 ５１人(25診療科)

24時間365日の救急体制の
ために必要な医師数
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医療機能の選択に当たっての基本的な考え方

（ある病棟の患者構成イメージ）

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれか１つ選択して報告するこ
ととされているが、実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、下図
のように当該病棟でいずれかの機能のうち最も多くの割合の患者を報告することを基
本とする。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

各々の病棟については、

として報告することを基本とする。

「回復期機能」

「急性期機能」

「慢性期機能」

「高度急性期機能」

回復期機能の患者

高度急性期機能の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者
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地域医療構想における将来推計は患者数をベースに将来の病床の必要量を出しているのに対し、病床機能報告制度では
様々な病期の患者が混在する病棟について最も適する機能１つを選択して報告する仕組みである。例えば回復期機能は、
「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能」を指すものであり、当該機能を主
として担う病棟が報告されるものであるから、単に回復期リハビリテーション病棟入院料等を算定している病棟のみを指すも
のではない。

しかしながら、この点の理解が不十分であるために、これまでの病床機能報告では、主として「急性期を経過した患者への
在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能」を有する病棟であっても、急性期機能や慢性期機能と報告され
ている病棟が一定数存在することが想定される。

また、実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、主として急性期や慢性期の機能を担うものとして回復期
機能以外の機能が報告された病棟においても、急性期を経過した患者が一定数入院し、在宅復帰に向けた医療やリハビリ
テーションが提供されていたり、在宅医療の支援のため急性期医療が提供されていたりする場合があると考えられる。また、
回復期機能が報告された病棟においても、急性期医療が行われている場合がある。

これらを踏まえると、現時点では、全国的に回復期を担う病床が大幅に不足し、必要な回復期医療を受けられない患者が
多数生じている状況ではないと考えているが、病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量との単純な比較から、回復
期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足しているように誤解させる状況が生じていると想定される。

このため、今後は、各医療機関に、各病棟の診療の実態に即した適切な医療機能を報告していただくこと、また、高齢化の
進展により、将来に向けて回復期の医療需要の増加が見込まれる地域では、地域医療構想調整会議において、地域の医療
機関の診療実績や将来の医療需要の動向について十分に分析を行った上で、機能分化・連携を進めていただくことが重要と
考えており、地域医療構想の達成に向けた取組等を進める上で、ご留意いただきたい。

地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について

「地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について」（平成29年9月29日付け厚生労働省医政局地域医療計画課事務連
絡）抜粋



病床の整備に当たり都道府県が留意すべき事項

１ 療養病床及び一般病床の整備に当たり留意すべき事項について
今後、新たに療養病床及び一般病床の整備を行う際には、既に策定されている地域医療構想との整合性を踏まえて行うこと。

具体的には、新たな病床の整備を行うに当たり、都道府県医療審議会において、既存病床数と基準病床数の関係性だけではなく、地域医療構想における将
来の病床数の必要量を踏まえ、以下のような点に留意し、十分な議論を行うこと。

(1) 現状では既存病床数が基準病床数を上回り、追加的な病床の整備ができないが、高齢化が急速に進むことで、将来の病床数の必要量が基準病床数を
上回ることとなる場合には、
① 基準病床数の見直しについて毎年検討
② 医療法第30条の４第７項の規定に基づく基準病床数算定時の特例措置を活用
することによって対応が可能であるが、その場合であっても、
・ 将来の高齢者人口のピークアウト後を含む医療需要の推移
・ 他の二次医療圏との患者の流出入の状況
・ 交通機関の整備状況
などのそれぞれの地域の事情を考慮することが必要となること。

(2) 現状では既存病床数が基準病床数を下回り、追加的な病床の整備が可能であるが、人口の減少が進むこと等により、将来の病床数の必要量が既存病

床数を下回ることとなる場合には、既存病床数と基準病床数の関係性だけではなく、地域医療構想における将来の病床数の必要量を勘案し、医療需要の
推移や、他の二次医療圏との患者の流出入の状況等を考慮し、追加的な病床の整備の必要性について慎重に検討を行う必要があること。

２ 都道府県医療審議会と地域医療構想調整会議の整合性について
都道府県医療審議会における議論の際には、地域医療構想調整会議（医療法第30条の14第１項に規定する協議の場をいう。以下同じ。）における議論との

整合性を確保すること。

具体的には、新たに病床を整備する予定の医療機関に対して、開設等の許可を待たず、地域医療構想調整会議への参加を求め、以下の事項等について協
議を行うこと。
○ 新たに整備される病床の整備計画と将来の病床数の必要量との関係性
○ 新たに整備される病床が担う予定の病床の機能と当該構想区域の病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量との関係性 等
その上で、都道府県医療審議会における議論の際には、地域医療構想調整会議における協議の内容を参考とすること。

３ 第７次医療計画公示前における病院開設等の許可申請の取扱い等について
現行の医療計画において、無菌病室、集中治療室（ICU）及び心臓病専用病室（CCU）の病床については、専ら当該病室の病床に収容された者が利用する他

の病床が同一病院又は診療所内に別途確保されているものは、既存病床数として算定しないものとされている。これらの病床については、第７次医療計画の策
定を念頭に、平成30年４月１日以降、これまで既存病床数として算定していなかった病床を含めて、全て既存病床数として算定することとされていることから、今

年度において新たに療養病床及び一般病床の整備を検討する際の判断材料の一つとして、当該病床を既存病床数に含めて、各二次医療圏における病床の整
備状況を評価することが考えられるため、必要に応じて検討すること。

「地域医療構想を踏まえた病床の整備に当たり都道府県が留意すべき事項について」（平成29年6月23日付け医政地発0623第1
号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）抜粋
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現状と課題 現在の検討状況 今後の検討の進め方

医療計画

本年度中に地域医療構想を含めた第７次医
療計画（平成30年度～35年度）を策定するこ
ととなっている。

各都道府県において、地域医療構想の推進
に向けた取組を進めているところ。

８月までに、第７次医療計画策定に向け
た指針等を改正し、都道府県に提示済
み。地域医療構想の達成に向けた取組
みについて、「医療計画の見直し等に関
する検討会」で議論中。

「医療計画の見直し等に関する
検討会」において、地域医療構
想調整会議における検討の進
め方、今後の病床機能報告制
度の在り方等について、議論を
進める。

医師偏在
対策

平成20年度以降、医学部定員を臨時増員し
てきたが、医師の偏在があり、地域における
医師不足は解消していない。抜本的な地域
偏在・診療科偏在対策を検討する必要があ
る。

医師の確保策、地域偏在対策等につい
て、「医師需給分科会」において議論中。

「医師需給分科会」において、
法改正を視野に、年末に向け
て医師偏在対策の具体的検討
を進め、とりまとめ予定。

専門医

現在、平成30年度の研修開始に向け議論さ
れている専門研修については、医師偏在の
懸念が地域医療関係者より示される中、地域
医療に十分配慮される仕組みとするための
検討を行う必要がある。

地域医療に求められる専門医制度の在
り方について、「今後の医師養成の在り
方と地域医療に関する検討会」において
議論中。

「今後の医師養成の在り方と地
域医療に関する検討会」におい
て、今後の医師養成の在り方と
地域医療について検討を進め
る予定。

① 地域の医療提供体制のあるべき姿（地域医療構想等）の推進

今後の主要な検討テーマ

※現時点で想定されるものであり、今後変更があり得る。

平成２９年９月１５日 第５３回社会保障審議会医療部会 資料２より一部抜粋

① 地域の医療提供体制のあるべき姿（地域医療構想等）の推進
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② 医師の働き方改革について

現状と課題 現在の検討状況 今後の検討の進め方

医師の働き方
改革

働き方改革実行計画（平成29年3月28日 働き
方改革実現会議決定）において、医師につい
ては、時間外労働規制の対象とするが、医師
法に基づく応召義務等の特殊性を踏まえた対
応が必要であるため、改正労働基準法の施行
期日の５年後を目途に規制を適用することとさ
れた。

働き方改革実行計画を踏まえ、医療界の
参加を得た検討の場として、「医師の働き
方改革に関する検討会」を設置。平成29
年８月２日に第１回検討会を開催。

医療界の参加を得た検討の場
において、働き方改革実行計
画から２年後を目処に、時間外
労働規制の具体的な在り方、
労働時間の短縮策等について
検討し、結論を得ることとしてい
る。
なお、「医師の働き方改革に関
する検討会」については、平成
30年の年明けを目途に中間整
理をとりまとめる予定。

平成２９年９月１５日 第５３回社会保障審議会医療部会 資料２より一部抜粋


